












































































決めた。CR が 100% の業界は該当業界の業界団体加盟社を参考に全企業を対象




　本論文は 3 時点、2002 年、2006 年、2010 年を分析した（会計年度的に ｢年
度｣ と表示すべきだが企業により決算時期が異なるので便宜上 ｢年｣ とする）。
以下に各産業の分析結果を示す。
A　自動車（HHI：2541）
　産業規模の 5% から 10% 未満までの企業規模の合計が産業シェアに占める割合
は、2002 年の 20.4% から 2010 年には 11.0% へと激減しており、この規模層は非
効率と考えられる。一方、産業規模の 2.5% から 5% 未満までの規模層は 2002 年
の 3.4% から 2006 年には 6.7% へ構成比が約 2 倍に、2010 年には 7.6% に増加し
ている。その他は産業規模の 20% 以上の規模をもつ企業は 2002 年の 39.6% から
2006 年は 43.1% とシェアを増大させている。しかし 2010 年は 42.2% とシェア
を若干減少させており、2006 年の規模以上への規模拡大は非効率と推論される。





　産業規模の 2.5% から 5% 未満までと、産業規模の 0.5% から 1% 未満までの企
業規模の合計が産業シェアを占める割合は、2002 年の 25.8%、10.5% をピーク
に、2010 年は 18.9%、7.6% とそのシェアを減少させている。この規模層は非効
率と考えられる。一方、産業規模の 5% から 10% 未満までの規模をもつ企業は、





　産業規模の 2.5% から 5% 未満までと、5% から 10% までの企業規模の合計が産
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業シェアを占める割合は、2002 年の 18.4%、21.8% をピークに 2010 年には 7.4%、
6.7% と半分以下である。これらの規模層は非常に非効率であったと考えられる。
一方、産業規模の 15% から 20% 未満までの規模をもつ企業は 2006 年まで存在
しなかったが、2010 年に 17.7% のシェアを持つ企業が 1 つ現れた。シェアの拡
大だけを見れば、この規模階層が最も効率的と考えられる。産業規模の 10% か
ら 15% 未満までの規模をもつ企業も 2002 年の 24.0% から 2006 年は 23.8% とシェ
アを若干減少させたが、2010 年には 38.7% と約 1.5 倍増大させており、この規
模層の企業も効率的と考えられる。以上から日本の百貨店業は産業規模に対して

























































































と、2006 年は産業規模における各社のシェアが三越 9.5%、伊勢丹 9.3% だった。
単純計算をすれば当時、両社のシェアは 18.8% だったが、2010 年は 17.7% と合
併前よりもシェアを減少させている。この原因を実業界 (2008) は「伊勢丹と同
水準の粗利を生み出せる体質に三越のレベルを引き上げていかなければ、グルー
プとしての店舗運営などにも支障が出て来る」と指摘している。以上から三越伊
勢丹 HD の選択は理論的には正しかったが、合併効果が実際の数字に表れるため
にはさらなる経営努力が必要であると考えられる。
　全てを総合した結論として最適な規模や成長戦略はそのときの景気や企業が置
かれている状態によって大きく異なり、｢絶対的な｣ 最適規模や成長戦略はない
ことがわかった。規模拡大によるベネフィットとコスト、どちらを選択するかの
違いが成長戦略を決定する大きな要因と思われる。
　「企業規模は大きい方がよい」と当初、筆者は考えていた。しかし、第三章の
測定結果を考慮すればそれが間違いなのは明らかであり、巨額の研究開発費か
ら規模が大きい方がいいとの声がある医薬品業界でさえ最適企業規模は 5% から
10% 未満の規模層であった。これらの結果を踏まえると、水平合併で競合他社の
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数を減らし、過当競争を防ぐことは企業にとって常に最も正しい選択なのだろう
かという疑問が惹起される結果となった。
																																																																																																						　（指導教員　竹内健蔵）
